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新旧対照表 

改正後 改正前 

前文 

 

（略） 

 

本基準は、下請中小企業振興法（昭和４５年法律第１４５号）第３条第１

項に基づき、親事業者と下請事業者 双方 が 適正な利益を得て競争力向上に

つなげていく 共存共栄の関係を築くこと を目指し、下請取引における 下請

事業者 の事業運営 の方向性や サプライチェーン全体の競争力向上を図るべ

き 親事業者が行う 発注等 の在り方を示す とともに、同法の目的を達成する

ために行う主務大臣又は関係行政機関の長の指導及び助言の根拠等となる

考え方を示す ことにより、下請中小企業の振興を図ろうとするものである。 

 

（略） 

 

第３ 下請事業者の施設又は設備の導入、技術の向上及び事業の共同化に関

する事項 

 

（略） 

 

５） 情報化への積極的対応 

（１）下請事業者は、管理能力の向上、事務量軽減、事務の迅速化等 の業

務工程の見直しによる効率性の向上 のため、必要なセキュリティ対

策と合わせて、次の事項に 積極的に対応していくものとする。 

① 情報化に係る責任者の配備及び企業内システムの改善（業務のデ

ジタル化推進を含む） 

② 中小企業共通ＥＤＩ（電子データ交換）などによる電子受発注 

③ 電子的な決済等（インターネットバンキング、電子記録債権（で

んさい）、全銀ＥＤＩシステムなどの活用） 

 

（２）親事業者は、前号の下請事業者による取組の支援のため 、管理能力

の向上についての指導、標準的なコンピュータやソフトウェア、デー

タベースの提供、オペレータの研修、セキュリティ対策の助言・支援

前文 

 

（略） 

 

本基準は、下請中小企業振興法（昭和４５年法律第１４５号）第３条第１

項に基づき、親事業者と下請事業者が共存共栄の関係を築くこと ができるよ

うな、あるべき取引の在り方を示すとともに、下請事業者 が払うべき努力

の方向性や 、これに対して 親事業者が行う べき協力 の在り方を示す こと

により、下請中小企業の振興を図ろうとするものである。 

 

 

 

（略） 

 

第３ 下請事業者の施設又は設備の導入、技術の向上及び事業の共同化に関

する事項 

 

（略） 

 

５） 情報化への積極的対応 

（１）下請事業者は、管理能力の向上、事務量軽減、事務の迅速化等のた

め、情報関連機器の導入に努めるとともに、電子受発注、インターネ

ットバンキング、電子記録債権等に対しても、その効果等を十分検討

の上、積極的に対応していくものとする。 

 

 

 

 

 

（２）親事業者は、下請事業者の要請に応じ 、管理能力の向上についての

指導、標準的なコンピュータやソフトウェア、データベースの提供、

オペレータの研修、電子記録債権の導入 等の協力を行うものとする。 
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改正後 改正前 

及び国・地方自治体による情報化支援策の情報提供 等の協力を行う

ものとする。また、サプライチェーン全体の業務工程の見直しによる

効率性向上を図る観点から、次号の配慮を行いつつ、電子受発注及び

電子的な決済等の導入を積極的に働きかけていくとともに、自らも共

通化された電子受発注又は電子的な決済等に係るシステムへの接続

に努めるものとする。 

 

（３）親事業者は、下請事業者に対し電子受発注等を行う場合には次の事

項に配慮するものとする。 

① 下請事業者に対し、電子受発注等を導入する効果、コスト負担等

の説明を十分に行うこと。 

② 電子受発注等を行うか否かの決定に当たっては、下請事業者の自

主的判断を十分尊重することとし、これに応じないことを理由とし

て、不当に取引の条件又は実施について不利な取扱いをしないこ

と。 

③ 下請事業者に対し、正当な理由なく、自己の指定するコンピュー

タその他の機器又はソフトウェア等の購入又は使用を求めないこ

と。 

④ 下請事業者に対する電子受発注等に係る指導等の際、併せてその

経営、財務等の情報を把握すること等により、その経営の自主性を

侵さないこと。 

⑤ 自己が負担すべき費用を下請事業者に負担させないこと。 

⑥ 下請事業者が不測の不利益を被ることがないよう、両事業者間の

費用分担、取引条件等について、事前に基本契約書又はこれに準ず

る文書により明確に定めておくこと。 

⑦ その他政府により定められている電子受発注等についての指針

を遵守すること。 

 

 

第４ 対価の決定の方法、納品の検査の方法その他取引条件の改善に関する

事項 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

（３）親事業者は、下請事業者に対し電子受発注等を行う場合には次の事項

に配慮するものとする。 

（新設） 

 

① 電子受発注等を行うか否かの決定に当たっては、下請事業者の自主

的判断を十分尊重することとし、これに応じないことを理由として、

不当に取引の条件又は実施について不利な取扱いをしないこと。 

 

② 下請事業者に対し、正当な理由なく、自己の指定するコンピュータ

その他の機器又はソフトウェア等の購入又は使用を求めないこと。 

 

③ 下請事業者に対する電子受発注等に係る指導等の際、併せてその経

営、財務等の情報を把握すること等により、その経営の自主性を侵さ

ないこと。 

④ 自己が負担すべき費用を下請事業者に負担させないこと。 

⑤ 下請事業者が不測の不利益を被ることがないよう、両事業者間の費

用分担、取引条件等について、事前に基本契約書又はこれに準ずる文

書により明確に定めておくこと。 

⑥ その他政府により定められている電子受発注等についての指針を

遵守すること。 

 

 

第４ 対価の決定の方法、納品の検査の方法その他取引条件の改善に関する

事項 

 

（略） 
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改正後 改正前 

 

 

５） 型取引の適正化 （主に製品の製造委託等の場合にあって、金型、樹脂

型、木型、プラスチック型などの型や治具を使用する取引） 

  親事業者及び下請事業者は、型取引の適正化のため、次の（１）から（３）

のほか、通達名称【現在調整中】（令和●年 XX 月 XX 日 20XXXXXX●第●

号）に基づき、型取引を行うものとする。その際、型に係る取引条件の明

確化のため、取り決め事項の書面化を進める参考例として示している同通

達附属資料「型の取扱いに関する覚書」を活用するものとする。 

  また、国及び業界団体等は、実態把握やフォローアップ調査を行い、親

事業者及び下請事業者がサプライチェーン全体で行う型取引の適正化の

取組を推進していくものとする。 

（１）取引内容別に実施する型取引の適正化の取組 

   親事業者及び下請事業者は、型取引の内容に応じて類型化した次のア

からウの取引のうち、ア及びイの取引について、次表に基づき、型取引

を行うものとする。なお、ウの取引にあっては、親事業者は、下請事業

者に対し、型に対する指示や廃棄に関する制限等を行わないものとす

る。 

  ア 型のみ又は製品と型の双方を取引対象（請負等）とする取引 

  イ 取引の対象は部品であるものの、型についても、部品に付随する取

引として型製作相当費の支払いや製作・保管等の事実上の指示を行う

場合 

  ウ 親事業者が、型そのものを取引対象としないで、かつ、型に関して、

型製作相当費の支払いや製作・保管等の指示を全く行わず、下請事業

者の判断で型管理を行う場合 

 

事項 類型 

ア イ 

事前協議・

書面化 

親事業者及び下請事業者双方で、協議の上、型の所有権の

所在、量産期間、型代金又は型製作相当費に関する事項（支

払方法、支払期日等）、型の保守・メンテナンス、廃棄等の取

扱い及び費用の内容について、書面化を行うものとする。 

型代金又 親事業者及び下請事業者双方で、支払方法及び具体的に特

 

 

５） 型の保管・管理の改善、型・治具の代金支払の改善 （主に製品の製造

委託等の場合にあって、金型、樹脂型、木型、プラスチック型などの型や

治具を使用する 下請 取引） 

 

 

 

 

 

 

 

（１）親事業者は、下請事業者と次の事項について十分に協議した上で、生

産に着手するまでに双方が合意するよう努めるものとし、それが困難な

場合には、生産着手後であっても都度協議するものとする。そのため、

あらかじめ協議方法を作成・整備し、下請事業者に共有するものとする。 

① 型を用いて製造する製品の生産数量や生産予定期間（いわゆる「量産

期間」） 

② 量産期間の後に型の保管義務が生じる期間 

③ 量産期間中に要する型の保守・メンテナンスや改造・改修費用が発生

した場合の費用負担 

④ 再度型を製造する必要が生じた場合の費用負担 

⑤ 試作型（追加発注分を含む）である場合にはその保管期間や保管費用

の負担 

 

（２）親事業者は、前項の量産期間の後、補給品や補修用の部品の支給等の

ために型保管を下請事業者に求める場合には、下請事業者と十分に協議

した上で、双方合意の上で、次の事項について定めるものとする。なお、

十分な協議ができるよう、あらかじめ、協議方法を作成・整備し、下請

事業者に共有するものとする。 

① 下請事業者に型の保管を求める場合の保管費用の負担 

② 型の保管義務が生じる期間 

③ 型保管の期間中又は期間終了後の型の返却又は廃棄についての基準
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改正後 改正前 

は型製作

相当費の

支払方法

及び支払

時期 

定できる支払期日を事前に協議して定めるものとする。 

親事業者は、遅くとも型の

引き渡しまでに一括払いなど

の方法により型代金を支払う

ことに努めるものとする。 

また、資金繰りに課題のあ

る下請事業者に対しては、契

約時に「着手金」と称して型

代金の一部や下請事業者が外

部調達に要する金額相当分を

前払いするなど、製作工程に

合わせて早期に払うことに努

めるものとする。 

なお、親事業者が実施する

型又は製品の検収について

は、検収内容、検収期間、合

否の扱い等を書面にして下請

事業者と共有し、検収期間の

短縮化の取組に努めるものと

する。 

親事業者は、資金繰りに課

題のある下請事業者に対し

ては、一括払いや更に「着手

金」と称した前払いなど、製

作工程に合わせて早期に払

うことに努めるものとする。 

不要な型

の廃棄の

推進 

親事業者は、自ら所有する

型が不要になれば廃棄しなけ

ればならず、事前に定めた型

の取扱いに従い、廃番となっ

た製品の型については、下請

事業者に廃棄指示を行うもの

とする。 

親事業者は、下請事業者が

所有する型について、事前に

型の廃棄に係る取扱いを協

議して定めた上、事実上、下

請事業者に型を保管させた

ときは、下請事業者から廃棄

申請等があれば、速やかに型

の廃棄の可否を決定して書

面で通知するものとする。 

親事業者は、下請事業者と製品の廃番通知等の情報共有を

徹底し、下請事業者は、保管する型と製品の関連付けを整理

し型台帳の整備や保管場所の整理を行うものとする。 

や申請方法（責任者、窓口、その他手続等） 

④ 型保管の期間中に、生産に要する型のメンテナンスや改修・改造が発

生した場合の費用負担 

⑤ 再度型を製造する必要が生じた場合の費用負担 

 

（３）親事業者は、量産ではない製品の製造を行う場合についても同様に、

製品の製造の完了前においては第１号の内容に、製品の製造の完了後に

おいては第２号の内容に取り組むものとする。 

 

（４）第２号及び第３号の協議を行うに当たっては、型の所有権の所在にか

かわらず、親事業者の事情により下請事業者にその保管を求めている場

合には、必要な費用は親事業者が負担するものとする。 

 

（５）親事業者は、下請法に関する運用基準において記載されている「型・

治具の無償保管要請」を行わないことを徹底するものとする。 

 

（６）川下（最終製品等の製造）に位置する親事業者は、直接の取引先であ

る下請事業者の型の保管・管理の問題のみならず、さらにその先の川上

に位置する下請事業者の型の保管・管理への影響に鑑みて、製造終了や

型保管の期間の目処に関する情報を積極的に伝達するものとする。 

 

（７）型の保管・管理に関わる事業者は、第１号から第６号までに定めるも

のの他、「未来志向型・型管理に向けたアクションプラン」（平成２９年

７月２４日公表）等に基づき、適正な管理、廃業を行うなど、サプライ

チェーン全体で取組を進めるものとする。 

 

（８）型・治具の代金について、親事業者は、当該型・治具の製造を委託し、

それを受領した場合には、受領した日から起算して６０日以内に全額を

支払うものとする。 

また、親事業者は製品の製造を委託し、下請事業者が製造した（又は

型等のメーカーに再委託して受領した）型・治具が他に納入されず、下

請事業者のもとに留まる場合には、親事業者は、下請事業者と十分な協

議を行った上で、型・治具の代金、その支払方法等を決定するものとし、
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改正後 改正前 

型の保管

に要する

費用の支

払い 

親事業者は、量産終了後、引き続き下請事業者に型を保管

させる場合は、型の保管に要する費用（土地・建物費、メン

テナンス費、労務費等）を下請事業者に支払うものとする。 

また、親事業者は、型を廃棄するに当たり、製品の残置生

産の指示を行う場合には、必要な費用を下請事業者に支払う

ものとする（製品代金、製品の保管費用等）。 

備考 親事業者は、下請事業者との型を用いた取引について、自

らに有利となるよう一方的に、特定の類型の取引として取り

決めを行うことのないよう十分に留意して取引を行うもの

とする。 

 

（２）各類型共通で実施する型取引の適正化の取組 

  ①型の廃棄・返却、保管に関する諸手続き 

    親事業者及び下請事業者は、型管理の適正化のため、次のイからハ

の手続きを行うものとする。その際、各産業によって、部品のバラエ

ティや補給期間の長短など大きく特性が異なるため、実効的な取組と

するために、当該実態に即していくことが重要であることに留意す

る。なお、下記における「量産終了」には、量産終了に類似する状況

（生産量が中長期的に継続して一定程度以上減少する場合など）も含

むものとする。 

イ．親事業者は、下請事業者に対し、量産期間から補給期間への移行

の明確化に関する連絡を行うものとする。 

ロ．親事業者及び下請事業者は、型の廃棄・保管に関する定期的な協

議・連絡を行うものとする。 

ハ．量産終了から一定年数経過した場合には、親事業者及び下請事業

者は、廃棄を前提にした型の取扱いの協議を行うものとする。 

  ②サプライチェーン全体への取組の浸透 

    親事業者は、下請事業者に対して自らの型取引の適正化の取組を行

うとともに、自らの取組の効果をサプライチェーンの末端まで浸透さ

せるため、下請事業者の取引先に対して型取引の適正化に取り組むよ

う働きかけを行うものとする。 

    サプライチェーン各層の企業は、それぞれ不要な型の廃棄など型取

引の合理化を図り、サプライチェーン全体の競争力強化に努めるもの

下請事業者が、専ら親事業者に納品する製品の製造のためだけに使用さ

れる当該型・治具の代金について一括払いを要望したときには、可能な

限り速やかに支払うよう努めるものとする。 
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改正後 改正前 

とする。 

  ③知的財産・ノウハウの保護 

イ．下請事業者の意図せざる型の図面やデータ流出の防止のため、親

事業者及び下請事業者は、秘密保持契約を含めた型の図面やデー

タに関する取り決めを書面にするものとする。 

ロ．親事業者が、型の図面やデータを利用する場合には、下請事業者

の方の製作技術・ノウハウに対する対価を支払うものとする。 

 

（３）親事業者は、下請法に関する運用基準において記載されている「型・

治具の無償保管要請」を行わないことを徹底するものとする。 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 


